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200G 年度版鋼船 規則及 び 同検 査 要 領 等 にお け る 改正 点 の 解説

22． 鋼船規則検 査要 領 R 編に お ける改正 点の 解説

　　　　　（消防員装具及 び火災制御図関連）

1．は じめ に

　平成 11 年 7 月 1 目付け達第 27 号 （英 文 は 達 第 34号）

に よ り鋼船規貝1」検査要領 R 編の 消防員装具 及 び 火 災 制 御 図

に 関す る 規定が 改正 され た n 本 改 1E は、平成 11 年 7 月 1

日付けにて 施行 され て い る 。 以 卜、改正 され た 内 容 に つ い

て 解説す る。

2．改正 の 背景

　SOLAS 条約 H −2 章 の 規定の うち、曖昧な表 現 の 規定 に

っ い て 数年 にわ た り IMO に お い て 審議 され、規定 の 見直

し及 び そ の 取 扱い を定 め、IMO／MSC 　Circ．847 と して 1998

年 6A に 開 催 され た MSC で 採択され た 。そ れ に 従 っ て 、

鋼 船 規 則 R 編 5 章 5．1，18 消防員 装 具 及 び 5．1．20 火 災制御

図 に つ い て 見直 し た。

3．改正の 内容

　IMO ／MSC 　Circ，847 の 条文解釈 に倣 っ て、以 下 の よ うに

規定を加 え た。

（1） 火 災制御図

　タ ン カ
ー
等 に お い て、貨 物 タ ン ク に面 す る船楼及 び 甲板

室 の 外 部 周 壁 は、貨 物 エ リア に 面 す る 部 分 及 び 前 面 か ら後

方 へ 3m の 聞 の 部 分 に、「A−60」 級の 防壁 が施 され て い る

こ とが要 求 され て い る こ とか ら、火 災制御図の 設置場所 は、

そ れ 以 外 の 船 楼 及 び 甲板室 外 部 とす る こ と と した 。

（2） 消 防員装具

　（a） 自蔵式 呼吸具 の 予備 に っ い て 、充填器 を備 え る場 合

　　　に は 、予備 を 1 個 にす る こ とが で き る規 定 を追加 し

　　　た。

　  ） 命綱の 性 能 （強 度及 び長 さ） に 関 す る 規定 を 追加 し

　　　た
。

23． 鋼 船規則 検査 要領 R 編に おける改正 点の 解説

（危険物 を運送す る船舶 に 対する特別要件 の適 用関連 ）

1．は じめに

　1999年 12 月 27H 付 達 第 54 号 （外国 籍船舶）に よ り，

鋼船規則 R 編 の 危 険物 を運 送 する 船舶 に 対する特別 要 件の

適用 に 関す る要 件 が
一

部 改 正 され た。以 F，改 正 され た規

則 に つ い て 解説 す る。

2，改正の 背景

　危 険物を 運送す る船舶 に対 す る特 別 要 件 の 適 用 に 係 る 鋼

船 規則検査 要領 R 編 中の 編 集 上 の 誤 りを 改 め た。

3．改正 の 内容

　鋼船規則検査 要 領 R1．1，1−2（5）中 の 参 照 先 に 関 す る 編集 上

の 誤 り を改 め た。

24． 鋼船規則検査要領 R 編に おけ る改正 点の 解説

　　　　（非常用消火ポ ン プの 保護要 件関連）

1． はじめに

　 1999年 12月 27 日付達第 54 号 （外 国籍 船 用 ） 及 び 2000

年 3 月 21 目付達第 5 号 （日本籍船用 ）に よ り，鋼船 規 則

検 査 要 領 R 編 の
一

部が 改 正 され、非常用 消火ポ ン プ の 保護

要件 に っ い て 改め られ た。以 下、改 正 され た規貝1」に つ い て

解説 す る。

2．改正 の背景

　SOLAS 条約 II−2 章第 4 規則 2、7 で は 、機開区域 と 非 常用

消火 ポ ン プ及 び そ の 動 力源 の あ る区域 との 直接交通 は原 則

と して 禁止 して い る が、実行 不 可 能な 場合に 限 り、そ れ ぞ

れ が 自動 閉 鎖 す る 2 つ の 戸 に よ る エ ア ロ ッ ク 又 は 遠隔操作

で き る水密 戸 に よ る 直 接 交 通 を 認 め て い る。また 、1992

年 の SOLAS 改正 に よ り、非 常用 消火 ポ ン プ の あ る区 域 と

A 類 機 関区 域は、原貝1」と し て 隣接 を禁 じ、実 行 不 可能 な 場

合、そ の 境 界 は 「A−60」 級仕 切 り に よ り 防熱 す る こ と とな

っ た。

　 こ の よ うな状況で 、1998 年 に制 定 され た MSC ／Circ，847

（lnterpretations　of　Vague　Expression　and 　Other　Vague

wording 　in　SOLAS 　Chapter　II−2）の 条 文解釈 中 で は エ ア ロ ッ

ク の 構造 に つ い て ，機 関 区域側 の 戸 は，「A−60」 級の 防 火
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戸 とし なければ な らない 旨の 要件が 定 め られ て お り、現 行

鋼 船 規 貝「」検 査 要領 R 編 1，2．1−1．に 定め る 同構 造 の 要件 よ り

厳 しい もの に な っ て い た 。

　最近、MSCfCirc ．847 の エ ア ロ ッ ク構造に 関す る要件 を

根拠 に し て 、PSC で 摘 発 され る 船舶 が で て き て い る た め 、

こ れ に 対応する た め の 改 正 を行 っ た 。

3．改正 の 内容

（1）機関区域 と非常用消火 ポ ン プ及 び そ の 動 力 の あ る 区 域

　の 問 の 通 路を エ ア 卩 ッ ク ス ペ ー
ス とす る 場 合 の 機 関 区 域

　倶1」に あ る戸 を 「A−60」 級 に す る 要件を追加 す る t．（図 1

　を参照 ）

（2）直接交通 を水 密 戸 とす る場 合 の 現 彳了検査 要領中の 例図

　に つ い て は ， 採 用 例 が ほ とん ど な く，水密 戸 に 防熱性を

　要 求 し な い 旨の 別 定 規 定 が あ る の で 肖1」除 した。

（3） トラ ン ク に よ る 非常用 消 火 ポ ン プ の あ る 区 画 と の 交 通

　路 に つ い て は SOLAS 　92 年の 改正 に よ り追加 され た A 類

　機 関 区域 と 非常用 消 火 ポ ン プ の あ る 区 画 の 隣接 を原 則 と

　 して禁 じ る 主旨に反 す る の で ，削除 した。
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図 1

25， 鋼船規則 B 編及び V 編 並びに同検査要 領 B 編及び C 編，安全設備規則 ， 国際条約に よ る

　　 証書に 関する規則 ， 海洋汚染防止 の ため の構造及 び設備規則及 び同検査要領、無線設備規則

　　 及び同検査要領に おける改正 点の 解説 （74SOMS 及 び 661LLCの 88 議 定書関連）

1． は じめに

　1999 年 12 月 27 日付 規則 第 59 号 （外国籍船舶）及 び

2000 年 1 月 31 日 付 規 則第 1号 （日本籍船舶）並 び に 1999

年 12月 27 日付 達 第 54 号 （外 国籍 船舶）及 び 2000年 1 月

31 口 付達第 4 号 （日本 籍船舶） に よ り，船級検査 等 に係

る以 下の 鋼船規貝1」及 び 同 検 査 要 領 等が一
部改正 され た。以

下，改 正 され た規則等 に つ い て 解 説す る。

（1）鋼船規貝1」B 編及び 同検査 要 領

（2）海 洋 汚 染防止 の た め の 構 造 及 び 設 備 規則 及 び 同検査要

　 　領

（3） 安 全設備 規則

（4） 無線 設備 規貝1」及 び 同 検査 要 領

（5） 国 際 条 約 に よ る証 書に 関す る規則

（6） 鋼 船 規 則 V 編及 び 鋼船規則検査 要 領 C 編

2． 改正 の 背景

　1999 年 2 月 3 日，IMO に お い て 「検 査 と証 書 の 調 和 シ

ス テ ム （the　Harmonized 　System　Of　Survey　and 　Certlficαtion

＝HSSC ）」 に関 す る ド記 議定 書及 び決 議 の 発 効 要件 が満 た

され ，2000 年 2 月 3 日 か ら同 議 定 書 等 が発 効 した。

（1） Protocol　Ofヱ988　relating 　to　the∫nternational 　Convention

　 for　tlte　Safety　ofLofe　at　Sea，1974

（2）Protocol　of　1988　relating 　to　the　lnternational　Convention

　 　on 　I− ）ad 　Lines，1．966

（3）ImPlementation　of 　the　harmonized　sツstem 　Of　su 　rv 　ey　and

　　certtficat 伽 under 齟 1〜POL 　 Z3／78，伽 IBC 　Code．伽

　 　Bcva 　COde　and 　the　IGC 　Code

　　（a ）Amendments 　to　tize　IBC 　Code （MEPC ．40（29）and

　　　　MSC ．16（58））

　　（b）Amendments 　to　the　ICC 　Code（MSC ．17（58））

　　（c）Amendments 　to　Annexes ∬and 　li　OfMARPOL　73／78
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